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1.研究背景 研究開発⽬的及び研究⽬標

【研究背景】
福島県内の除去⼟壌等は中間貯蔵施設に運
搬・集約され、2045年までに県外で最終処
分することとされている。県外最終処分に
向けては、減容化処理技術や保管⽅法等、
技術的側⾯だけでなく、廃棄物の性状や処
分場⽴地・箇所数等の様々なオプションに
関する社会受容性の把握も重要である。
また、除去⼟壌等の県外最終処分および中
間貯蔵施設周辺復興地域の将来デザインに
関しては、次世代の意⾒を反映させた上で、
多元的公正や環境⾯だけでなく、社会・経
済⾯を考慮した合意形成フレームワークの
構築は今後ますます重要性となる。

【研究開発⽬的】
本研究では、除去⼟壌等の県外最終処分および中間貯蔵施設周辺復興地域の将来デザインに応じた⼟地利⽤
における円滑かつ公正な合意形成に向けて、様々なオプションの社会受容性を評価するとともに、本課題特
有の次世代を意識しつつ、多元的公正や環境⾯だけでなく、社会・経済⾯を考慮した合意形成フレームワー
クを⽴案することを⽬的とする。

技術的要素
処分施設の環境安全性
減容化技術適用

県外最終処分シナリオ

社会的要素
SH*の社会受容性と重要指標

合意形成プロセス
周辺地域の将来デザイン構築

県外最終処分は技術的要素と社会的要素の両方が必要

テーマ3：県外最終処分・周辺地域の将来デザイン利用に向けた社会受容性評価
と合意形成フレームワークに関する研究

持続可能な環境管理に向けた社会受容性評価と多面的評価法の開発サブテーマ3-1

県外最終処分等に関わる多元的公正の整理および実験的評価サブテーマ3-2

2012

（資料：JESCO）

除染 中間貯蔵施設 県外最終処分2015 2045

減容化・
再生利用

中間貯蔵施設周辺
の跡地利用

*SH:ステークホルダー

図1 研究背景と概要
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1.研究背景 研究開発⽬的及び研究⽬標

【プロジェクト全体⽬標】
除去⼟壌等の県外最終処分および中間貯蔵施設周辺復興地域の将
来デザインに応じた⼟地利⽤における円滑かつ公正な合意形成に
向けて、様々なオプションの社会受容性を評価するとともに、本
課題特有の次世代を意識しつつ、多元的公正や環境⾯だけでなく、
社会・経済⾯を考慮した合意形成フレームワークを⽴案する。具
体的には、以下の5つを最終⽬標として設定する。
n 県外最終処分
【A-1】県外最終処分等シナリオの社会受容性評価およびステー

クホルダーが重要視する重要指標抽出（サブテーマ1）
【A-2】県外最終処分等に対する多⾯的評価法によるシナリオ分

析およびステークホルダーの受容性に内在するメカニズム
の質的分析（サブテーマ1）

【A-3】県外最終処分等における多元的公正やステークホルダー
の多⾯性を考慮した建設的な対話の場を通じた合意形成フ
レームワークの提⽰（サブテーマ2）

n 中間貯蔵施設周辺復興地域
【B-1＆2】中間貯蔵施設周辺復興地域の地域ストック（歴史や

記憶）のデジタルコンテンツ化および重要項⽬抽出および
⽅法論の整理（サブテーマ1）

n 合意形成フレームワーク（R6年度）
【C】多元的公正、環境・社会・経済⾯を考慮した合意形成フ

レームワーク素案⽴案（サブテーマ1,2）
図2 全体研究計画

2022年

【A-1】社会受容性評価と重要指標抽出

2023年 2024年
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【A-2】立地選定の合意形成プロセス検討（資料：JESCO）

検討シナリオ
・減容化の有無
・処分場構造
・処分場数等

・仮想地域でのワークショップ（WS）

・多面的評価法・シナリオ分析による
SHに応じた望ましいシナリオの整理

・質的分析による受容性メカニズム

・インタビュー・アンケート調査

・社会受容性が高いシナリオ

【B-1】地域ストック整理、記憶・歴史

のデジタルコンテンツ化

【B-2】 WSによる地域重要項目の抽出

ワークショップにより地域として残されるこ

とが望ましい社会景観の整理
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【A-3】多元的公正の整理および実験的評価（サブテーマ２）

実際の

合意形成
（本研究の
対象外）

実際の

合意形成
（本研究の
対象外）

2025-

サブテーマ１と連携

・実験社会科学的手法（実験、ゲーミング、等）

・対話の場に求められる要件の実証データ提出
・「あり得る現実」のシナリオ提示
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2. 研究⽬標の進捗状況
(1) 進捗状況に対する⾃⼰評価（テーマ1）

テーマ１︓持続可能な環境管理に向けた社会受容性評価と多⾯的評価法の開発

【⾃⼰評価】計画以上の進展がある（全体として進捗通り進んでおり、⼀部で計画以上の進展があるため）

【テーマ１⽬標】
【A-1】県外最終処分等シナリオの社会受容性評価および重要指標抽出

・県外最終処分のシナリオについて、シナリオ別、階層別の社会受容性を明らかにする。
・県外最終処分の⽴地選定においてステークホルダーが重要視する指標を明らかにする。

【A-2】県外最終処分等に対する多⾯的評価法によるシナリオ分析
・県外最終処分の各シナリオに適⽤可能な新たな多⾯的評価⽅法の開発
・多⾯的評価の実践とステークホルダーによる受容性メカニズムの質的分析

【B-1＆2】県外最終処分等に対する多⾯的評価法によるシナリオ分析
【B-1:1-1-3】中間貯蔵施設周辺復興地域のこれまでの地域ストック（歴史や記憶）のデジタルコンテンツ化
【B-2:2-1-3】中間貯蔵施設周辺復興地域の地域ストックの重要指標抽出と多⾯的評価法の適⽤

【C】多元的公正、環境,社会,経済⾯を考慮した合意形成フレームワーク素案⽴案（R6実施のため未実施）
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2. 研究⽬標の進捗状況
(2) ⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ1）

【A-1】県外最終処分等シナリオの社会受容性評価および重要指標抽出

【具体的な理由・根拠】
① 県外最終処分への賛否と受容性に関する都市部市⺠2000⼈へのアンケート調査の結果、最
終処分への賛成度は、リスク認知、不衡平感、保護価値との負の相関、震災への興味、除
染と最終処分の知識との正の相関が確認された（表1）。

② 賛成反対の意⾒を表明した各20⼈の半構造化⾯接では、県外最終処分に対する賛否の根拠
は、（賛成意⾒、反対意⾒に関わらず）主に福島の負担を全国⺠で分かち合うと⾔った視
点、県外最終処分の安全性、経済的合理性の3種類のどれか（またはすべて）であった。約
4割の回答者は事前アンケートとインタビューを通じて最終処分に対する意⾒が変化し、反
対の20名のうち12名は賛成になった。

③ 既存の4000⼈のアンケート調査データの共分散構造解析では「近隣での最終処分に対する
賛否」に対して、「将来世代等からの期待」、「環境省、⾃治体への信頼」、「社会的便
益」が正の影響、「恐ろしさ」が負の影響を与えていた。

④ 郵送法アンケート調査の結果、意思決定がトップダウン型よりも意⾒集約型や意⾒反映型
が、処分場が1箇所よりも複数箇所が社会受容が⾼いことが確認された（次ページ図４）。
最終処分の受け⼊れに関して、関⼼及び社会的便益への重視が有意な正の関連があった。

⑤ 上述の⼀連の調査およびサブテーマ２の結果に基づき、最終処分場の受容とリスクやベネ
フィット認知、信頼などとの関連性を評価した（次ページ︓表2）。

⑥ 国際アンケートはフィンランド、フランスの研究機関と基本設計をした。

【⽬標達成の⾒通し】計画以上の進展があり、⽬標を達成できる⾒込みである。
n 計画記載の②、③、⑥に加えて、追加で①オンラインアンケート、④既往オンラインアンケート結果解析を実施した。
n また、⑤最終処分場の受容とリスク認知等との関連性評価も前倒しで実施した。

表1 ①都市部市⺠2000⼈へのアンケート調査
知識、賛否、リスク認知等間の相関係数

スピアマンの順位相関係数, ** p < 0.001, * p < 0.05

図３ ③アンケート調査の共分散構造解析結果
（Shirai et al.,(accepted)）



6

表2 ステークホルダーが重要視する指標の整理結果
内容 結果 論拠

最終処分の
シナリオに
おける社会
受容性

意思決定
プロセス

• 最終処分受け⼊れに際し、トップダウン型よりも意⾒集約型や意⾒反映
型の意思決定のほうが社会受容が⾼い。

• このことは⼿続き的な公正の重要性を⽰している。

P5④

最終処分場
の箇所数

• 最終処分受け⼊れに際し、１箇所よりも、８箇所、４６箇所のほうが社
会受容が⾼い。このことは分配的な公正が社会受容において重要なこと
を⽰している。

• なお、最終処分場を46箇所作ることは現実的には難しいことは認識して
いるが、再⽣利⽤も含めて複数箇所での取り組みを進めることが重要で
ある。

P5④

最終処分の
賛否に対す
る影響因⼦

リスク認知
• 最終処分に関し、リスク認知が⾼いほど反対意⾒を持つ傾向がある。
• 最終処分受け⼊れに関し、リスク認知が⾼いほど受容しない傾向があ
る。

P5
① 、
②

ベネフィッ
ト認知

• 最終処分受け⼊れに関し、社会的便益を重視しているほど受容しやすい
傾向がある。個⼈的便益と最終処分受け⼊れの関連性は低い。

P5
③ 、
④

政府への信
頼

• 県外での最終処分に関し、政府への不信感は反対意⾒につながってい
る。

• 最終処分受け⼊れに関し、政府（環境省）への信頼が⾼いほど受容する
傾向がある。

P5
② 、
③

将来世代か
らの期待

• 最終処分受け⼊れに関し、将来世代からの期待が⾼いほど受容する傾向
がある。

P5
③ 、
④

2. 研究⽬標の進捗状況
(2) ⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ1）︓前ページ補⾜

46か所
8か所
1か所

都道府県内
市区町村内

近隣

意見反映型
意見集約型
トップダウン型

0 20 40 60 80 100

1 受け入れても良いと思わない

2 どちらかといえば受け入れても良いと思わない

3 どちらともいえない

4 どちらかといえば受け入れても良いと思う

5 受け入れても良いと思う

受け入れて良いと
思わない どちらともいえない

受け入れて
良いと思う
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図4 ④郵送法アンケート調査の結果
における決定プロセス、距離、設置
箇所数と受け⼊れの関係
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2. 研究⽬標の進捗状況
(2) ⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ1）

【A-2】県外最終処分等に対する多⾯的評価法によるシナリオ分析

【具体的な理由・根拠】
⑦除去⼟壌の県外最終処分における倫理的側⾯・⼿続き的公正性を組
み込んだ多⾯的評価法
n ⾏政・市⺠10名の仮想ステークホルダーへのインタビューの回答に

対して質的分析を実施し、重要事項をSR指標（環境・社会・経済）
を⽤いて整理した。

n 属性別の整理結果（図5）から、社会⾯が特に重要視されており、
「⼈の健康と安全」、「倫理と公正」および「地域社会とコミュニ
ティーの参画」はほぼすべての仮想ステークホルダーから重要視す
ることが確認された。

n 2023年7⽉には有識者としてフランスのThierry SCHNEIDER⽒
（CEPN）によるレビューを受けた。これらの結果を元に、倫理的
側⾯・⼿続き的公正性を組み込んだ多⾯的評価法の開発を継続して
進めている。

⑧ステークホルダーの受容性メカニズムのモデル化
n 除去⼟壌は放射性廃棄物に関連するテキスト/画像/動画等の網羅的

なデータ収集を⾏い、メンタルモデルを作成した（図6）。
n メンタルモデルからは、⼟地利⽤、コンセンサスおよび合意形成が

重要なポイントになることが⽰唆された。

【⽬標達成の⾒通し】
概ね順調に進んでおり、⽬標を達成できる⾒込みである。

図6 構築したメンタルモデル

図5 インタビューの質的解析結果（属性別 SRの各指標の重要事項）
（県内︓福島県内を指す）
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2. 研究⽬標の進捗状況
(2) ⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ1）
【B-1＆2】県外最終処分等に対する多⾯的評価法によるシナリオ分析

【具体的な理由・根拠】
⑨ 中間貯蔵施設周辺復興地域の地域ストックのデジタルコンテンツ化

n 中間貯蔵施設が⽴地する双葉町細⾕地区で実施した住⺠への聞
き取り調査データをテキスト分析し、地域ストック・重要な社
会景観として25箇所の場所を抽出し、アンケート調査で選定さ
れた場所と⽐較した（表3）。建築物の滅失状況を現地調査し
GISで整理した。

n データより以下の３つのデジタルコンテンツを作成した。
・WEB-3次元地理   空間情報ソフトウェア（図7左）
・3次元⽴体模型図とプロジェクションマッピング（図7右）
・デジタル版「⼤字誌 細⾕」 （図8）

n 地域住⺠等の要望を受け計画に追加して「⼤字誌 細⾕」の印刷
版を作成し、住⺠、双葉町、環境省等への配布を実施した。

⑩ 中間貯蔵施設周辺復興地域の地域ストックの重要項⽬抽出および⽅法
論の整理

n デジタルコンテンツ等を⽤いて双葉町細⾕地区住⺠らと対話し、
地域ストックに関するワークショップ内容を検討した（図9） 。

【⽬標達成の⾒通し】計画以上の進展があり⽬標を達成できる⾒込みである。
• 現状は計画通り進んでおり、計画に加えて3種類のデジタルコンテンツ

のプロトタイプ・改良、地域住⺠の要望に応じ「⼤字誌 細⾕」印刷版
の発⾏、関係者に配布した。

 

表3 双葉町細⾕地区住⺠を対象とした⽣業・⽣活調査の聞き取り調査の
テキスト分析から得られた重要景観と「思い出深い場所」に関する直接ア
ンケートの結果の⽐較 

図7 左WEB-3次元地理空間情報（国⼟地理院撮影の空中写真に記憶を
追加）、右３次元⽴体模型図・プロジェクションマッピング

図8  ⼤字誌細⾕（約39⾴デジタル化済） 図9 デジタルコンテンツによる対話状況
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2. 研究⽬標の進捗状況
(1) 進捗状況に対する⾃⼰評価（テーマ2）

テーマ2︓【A-3】県外最終処分等に関わる多元的公正の整理および実験的評価

【⾃⼰評価】計画以上の進展がある（全体として進捗通り進んでおり、⼀部で計画以上の進展があるため）

１）多元的公正の視点から課題整理
賛成-反対の⼆分法ではない議論の枠組みが建設的な発⾔を促すことを実験から⽰す。と
りわけ、論点軸が1つではなく複数あり、その組み合わせによる議論を求めるという議論
の枠組みの意義を⽰す。

２）集団討議実験による建設的で“よい議論”がなされる条件の検討
 2) 建設的で“よい議論”とは何かを定義し、“よい議論”がなされる／なされない条件を明
らかにする。例えば、中間貯蔵施設建設に際して⼟地を提供した住⺠の気持ちを想起させ
たときの効果や、当事者性を喚起した際の正負の効果を明らかにする。

３）模擬市⺠参加ワークショップの設計
実験的に得られた知⾒が、⼀般の⼈々の間がワークショップなどの場で議論した際にどこ
まで適⽤可能か、課題は何かを整理する。

４）仮想ステークホルダーを想定した役割演技型ゲーミングの作成と相互作⽤
過程分析

⽴場や利害の異なるステークホルダー別に重視される価値（公正の要素）を体系化し、そ
れに基づくゲーミングを設計し、異なる価値を主張し合うプレーヤー間の相互作⽤過程を
経て合意に⾄る／⾄らない分岐要件の例を⽰す。
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2. 研究⽬標の進捗状況
(2) ⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ2）

【具体的な理由・根拠】 １）多元的公正の視点から課題整理
n 多元的公正の視点からの課題整理として、従前の討議の質指標(DQI)を改良し、
同時に複数の共通善の要素を測定可能とした（図10）。

n 10グループでの集団討議実験の評価を⾏いデフォルトでは功利主義に対応する
リスク・コスト・量が⾔及されやすいこと、県外最終処分の理解促進は、負担
の分かち合いやこれまで負担を引き受けてきた双葉・⼤熊両町の住⺠への慮り
も重要な共通善な要素であることが⽰された。

【⽬標達成の⾒通し】
n 全体として進捗通り進んでおり、⼀部で計画以上の進展があるため⽬標を達成できる⾒込みである。
n 建設的で“よい議論”がなされる条件を明らかにした。また、賛成-反対の⼆分法での議論の枠組みが建設的

な発⾔を抑制することの実験的検証を計画より早く進めている。

【具体的な理由・根拠】２）集団討議実験による建設的で“よい議論”がなされる
条件の検討
n 集団討議実験による建設的で“よい議論”がなされる条件の検討を実施した。
n 討議前後の意⾒変化を⾒ると、福島県外で再⽣利⽤することへの態度は、福島
情報あり条件では議論後に肯定的な⽅向に変化したが、福島情報なし条件では
変化が⾒られず、条件間に差が⽣じた（図11） 。

n DQI⽐較の結果、福島情報なし条件ではリスク・コストに関する⾔及が多くな
るが、福島情報あり条件では負担の分け合いや負担の軽減の⾔及が多くなった。

図11 集団討議実験での意⾒変化
（縦軸は回答⼈数）

図10 共通善に関するDQIスコア
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2. 研究⽬標の進捗状況
(2) ⾃⼰評価に対する具体的な理由・根拠と⽬標達成の⾒通し（テーマ2）

【⽬標達成の⾒通し】
n 全体として進捗通り進んでおり、⼀部で計画以上の進展があるため⽬標を達成できる⾒込みである。
n 9⽉には本格的な市⺠参加ワークショップを実施予定であり、当初計画より⼀年前倒しで進んでいる
n テーマ２全体として既に当初計画の3分の2以上を達成している。

【具体的な理由・根拠】３）模擬市⺠参加ワークショップの設計
n 前倒しで2回の模擬市⺠参加WSを開催した（図12）。
n 事後アンケートでは、最終処分については肯定的であったが、⾃分の住んで

いるところでは「どちらともいえない」という回答が多かった（図13）。
n 第2回WSでは、事前よりも事後に、肯定的な評価が増える傾向が確認され

た。これは、⼀般市⺠から意⾒を聞こうとする姿勢や⼀⽣懸命取り組んでい
る様⼦が伝わったこと、特に環境省担当者への信頼や好感が影響したと読み
取れた。

【具体的な理由・根拠】４）仮想ステークホルダーを想定した役割演技型
ゲーミングの作成と相互作⽤過程分析
n ゲームの達成度を測る指標として、除去⼟壌の処理処分どれだけがすすん

だか、個⼈の得点の総和がどれだけ⼤きくなったか、不公正がどれだけ是
正されたか、という3つのスケールを作成し、全てが⾼い得点であるほど
合意形成がうまくいったと定義した。

n 現在、ゲーミングを実施中であり、データが集まり次第分析を開始する。 図13 第2回WS(右)での除去⼟壌に
対する態度（縦軸は該当回答の⼈数）

図12 第2回WSの様⼦
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3. 研究成果のアウトカム（環境政策等への貢献）

【⾏政等が活⽤することが⾒込まれる成果】
本研究の進捗については、環境省に、2022年4⽉24⽇、9⽉12⽇、2023年1⽉19⽇、7⽉7⽇の合計4回の
情報提供した。また、関係⾃治体や関係機関にも情報提供を実施している。

県外最終処分の社会的受容性や賛否に
対する影響因⼦の評価
該当部分P5 ︓サブテーマ１︓A-1

県外最終処分に関するアンケートより、
県外最終処分の⽴地選定においては、
⼿続き的な公正および分配的な公正の
重要性が確認された。また、県外最終
処分の賛否に対する影響因⼦を分析し
た結果、リスク認知が低く、社会的便
益を重要視し、政府への信頼が⾼く、
将来世代からの期待を感じている⼈ほ
ど、賛成する傾向が確認された。これ
らの知⾒は、県外最終処分の⽴地選定
において、どのようなポイントを重要
視するべきかに関しての基盤情報とな
る。

積極的な双⽅向コミュニケーション
の有⽤性
該当部分P5 ︓サブテーマ１︓A-1
該当部分P10 ︓サブテーマ２︓A-3

模擬市⺠ワークショップおよびオン
ラインインタビューの結果からは、
専⾨家からの適切な情報提供、市⺠
からの意⾒を聞く姿勢、⾏政担当者
への信頼、そして，この問題を考え
る時間をとること⾃体が県外最終処
分に対して、肯定的な評価になる傾
向があることが確認された。これら
の知⾒は、県外最終処分のみならず、
除去⼟壌の再⽣利⽤を考える上での
⾏政のコミュニケーションへの重要
な知⾒となる。

中間貯蔵施設地域の記憶・記録を残す
重要性と整理⽅法
該当部分P8 ︓サブテーマ１︓B1＆2

現在⽴⼊が制限されている中間貯蔵施
設⽴地地域においては事故後10年以上
が経過し、元住⺠の⾼齢化が進んでい
る。地形や⾵景が変わり、時間が経過
すると、当該地域の歴史や住⺠の記憶
（思い出）が失われる可能性がある。
将来的な⼟地利⽤を考える上では、当
該地域の住⺠は重要なステークホル
ダーであり、当該地域の歴史や住⺠の
記憶に⽴脚する必要がある。地域住⺠
と信頼を築き地域の歴史や住⺠の記憶
を記録すること、得られた結果を将来
的な⼟地利⽤検討だけでなく住⺠や関
係者へのフィードバックが重要である。
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5.研究の効率性

研究体制・課題管理
n 研究体制

n テーマ全体の研究者感の意識共有・課題把握のため、テーマ全体会議を年2回開催するとと
もに、ML等を⽤いた情報共有を⾏った。

n 研究テーマごとにサブグループを構成し、定期的なMTを実施し、進捗管理・議論を実施した。
n SⅡ-9-1、SⅡ-9-2のリーダーと綿密な連携を取り、テーマ間連携・⾏政情報共有・研究進捗

管理をした。
n 関係機関との連携・課題把握

n 環境省、関係⾃治体、JESCOにも定期的な情報提供、地元住⺠とも定期的な対話を実施し、
ステークホルダーの課題の把握に努めた。

研究資⾦の効率的な運⽤
n インタビューやワークショップ等の予算・⼈員が必要な項⽬については、サブテーマ内・サブテー

マ間で連携を進め、合同開催・合同実施による研究資⾦の効率的な運⽤に努めた。
n MTは、WEB会議と対⾯会議の両⽅を活⽤することで、効率的かつ効果的な運営に努めた。


